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８月13日（火）まで
（10～12日は土曜、
休日のため）

９月２日（月）まで
（31～1日は土曜、
休日のため）

①　源泉所得税および特別徴収住民税の納付（令和元年７月分）

②　法人の確定申告、納付、延納の届出（令和元年６月期）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人事業所税・法人住民税
③　申告期限延長承認法人の法人税確定申告
１カ月延長法人　（令和元年５月期）
２カ月延長法人　（平成31年４月期）
④　消費税確定申告（１カ月ごと）（６月期）
⑤　消費税確定申告（３カ月ごと）（３月、６月、９月、12月期）
⑥　法人の中間申告（半期、１２月期）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民税
⑦　法人消費税の中間申告納付
直前期年税額4,800万円超のとき　１カ月ごと（６月期を除く）
直前期年税額400万円超のとき　　３カ月ごと（３月、９月、１２月期）

①　源泉所得税には復興特別所得税
の額をあわせて納付する。

②～⑦　法人の事業年度（課税期間）
の終了日は各月末日とする。

④、⑤　消費税課税期間の短縮特例は
適用後２年間継続が要件である。

今月の税務
日　付 項　目 備考・コメント

会
　
　
計

時
価
算
定
会
計
基
準
等
、公
表
さ
れ
る

─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｐ
Ａ

去
る
７
月
４
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
か
ら
、
企
業
会
計
基
準
30
号

「
時
価
の
算
定
に
関
す
る
会
計
基
準
」

等
が
公
表
さ
れ
た
。

ま
た
、
同
日
、
日
本
公
認
会
計
士

協
会
よ
り
「
会
計
制
度
委
員
会
報
告

第
14
号
『
金
融
商
品
会
計
に
関
す
る

実
務
指
針
』、
金
融
商
品
会
計
に
関

す
る
Ｑ
＆
Ａ
及
び
同
４
号
『
外
貨
建

取
引
等
の
会
計
処
理
に
関
す
る
実
務

指
針
』
の
改
正
」
が
公
表
さ
れ
た
。

時
価
算
定
会
計
基
準

⑴　
開
発
の
方
針

金
融
商
品
の
時
価
に
関
す
る
ガ
イ

ダ
ン
ス
お
よ
び
開
示
に
関
し
て
、
国

際
的
な
会
計
基
準
と
の
整
合
性
を
図

る
た
め
、
開
発
の
方
針
と
し
て
、
Ｉ

Ｆ
Ｒ
Ｓ
13
号
の
定
め
を
基
本
的
に
す

べ
て
取
り
入
れ
る
こ
と
と
し
、
こ
れ

ま
で
わ
が
国
で
行
わ
れ
て
き
た
実
務

等
に
配
慮
し
、
財
務
諸
表
間
の
比
較

可
能
性
を
大
き
く
損
な
わ
せ
な
い
範

囲
で
、
個
別
項
目
に
対
す
る
そ
の
他

の
取
扱
い
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。

⑵　
基
準
の
内
容

金
融
商
品
や
ト
レ
ー
デ
ィ
ン
グ
目

的
で
保
有
す
る
棚
卸
資
産
に
つ
い

て
、
時
価
を
「
算
定
日
に
お
い
て
市

場
参
加
者
間
で
秩
序
あ
る
取
引
が
行

わ
れ
る
と
想
定
し
た
場
合
の
、
当
該

取
引
に
お
け
る
資
産
の
売
却
に
よ
っ

て
受
け
取
る
価
格
又
は
負
債
の
移
転

の
た
め
に
支
払
う
価
格
」と
定
義
し
、

時
価
の
算
定
単
位
、
算
定
方
法
、
市

場
価
格
の
な
い
株
式
等
、
開
示
等
に

お
け
る
取
扱
い
を
定
め
て
い
る
。

な
お
、
市
場
価
格
の
な
い
株
式
等

に
つ
い
て
は
、「
公
表
に
あ
た
っ
て
」

の
別
紙
２
で
、
改
正
後
の
金
融
商
品

の
貸
借
対
照
表
価
額
お
よ
び
時
価
注

記
の
取
扱
い
の
概
要
が
ま
と
め
ら
れ

て
い
る
。

⑶　
適
用
時
期

時
価
算
定
会
計
基
準
は
、

２
０
２
１
年
４
月
１
日
以
後
開
始
す

る
連
結
会
計
年
度
お
よ
び
事
業
年
度

の
期
首
か
ら
適
用
す
る
こ
と
と
し
、

２
０
２
０
年
４
月
１
日
以
後
開
始
す

る
連
結
会
計
年
度
お
よ
び
事
業
年
度

の
期
首
か
ら
の
早
期
適
用
を
認
め
て

い
る
。
ま
た
、
２
０
２
０
年
３
月
31

日
以
後
終
了
す
る
連
結
会
計
年
度
お

よ
び
事
業
年
度
に
お
け
る
年
度
末
に

係
る
連
結
財
務
諸
表
お
よ
び
個
別
財

務
諸
表
か
ら
適
用
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

金
融
商
品
会
計
実
務
指
針
等
の

改
正時

価
算
定
会
計
基
準
の
開
発
に
際

し
、
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
か
ら
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｐ
Ａ
に

対
し
、
関
連
す
る
会
計
制
度
委
員
会

報
告
等
と
し
て
、
外
貨
建
取
引
等
実

務
指
針
、
金
融
商
品
会
計
実
務
指
針

お
よ
び
金
融
商
品
会
計
Ｑ
＆
Ａ
の
改

正
の
検
討
の
依
頼
が
あ
っ
た
た
め
、

金
融
商
品
会
計
実
務
指
針
等
の
改
正

が
行
わ
れ
た
。

主
な
改
正
点
は
次
の
と
お
り
。

①　
時
価
の
算
定
に
関
す
る
取
扱
い

②　
そ
の
他
有
価
証
券
の
決
算
時
の

時
価
と
し
て
の
期
末
前
１
カ
月
の

市
場
価
格
の
平
均
に
基
づ
い
て
算

定
さ
れ
た
価
額
の
取
扱
い

③　
時
価
を
把
握
す
る
こ
と
が
極
め

て
困
難
と
認
め
ら
れ
る
有
価
証
券

等
の
取
扱
い

適
用
時
期
は
、
改
正
金
融
商
品
会

計
基
準
の
適
用
年
度
か
ら
と
さ
れ
て

お
り
、
時
価
算
定
会
計
基
準
の
適
用

時
期
と
同
じ
で
あ
る
。
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最
近
、
投
資
家
が
株
主
と
し
て
企

業
に
も
の
申
す
ケ
ー
ス
が
日
本
で
も

増
え
て
い
る
ら
し
い
。
彼
ら
は
ア
ク

テ
ィ
ビ
ス
ト
と
呼
ば
れ
て
い
る
。
年

金
と
い
っ
た
従
来
の
機
関
投
資
家
で

も
株
主
と
し
て
意
見
を
表
明
す
る
こ

と
（
ア
ク
テ
ィ
ビ
ズ
ム
）
も
あ
る
が
、

こ
う
い
っ
た
投
資
家
は
ア
ク
テ
ィ
ビ

ス
ト
と
呼
ば
な
い
。
こ
こ
で
は
、
ア

ク
テ
ィ
ビ
ズ
ム
戦
略
を
と
る
ヘ
ッ
ジ

フ
ァ
ン
ド
の
こ
と
を
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス

ト
と
呼
ぶ
こ
と
に
す
る
。

さ
て
、
本
題
。
私
は
ア
ク
テ
ィ
ビ

ス
ト
が
嫌
い
だ
が
、
な
ぜ
嫌
い
な
の

か
を
う
ま
く
説
明
で
き
な
い
で
い

た
。
株
主
が
株
主
提
案
す
る
こ
と

は
本
来
の
権
利
で
あ
り
、
株
価
の
パ

フ
ォ
ー
マ
ン
ス
が
悪
け
れ
ば
経
営
陣

に
交
代
要
求
す
る
の
も
当
然
だ
か

ら
、
ア
ク
テ
ィ
ビ
ズ
ム
は
非
難
さ
れ

る
行
動
で
は
な
い
。
む
し
ろ
提
案
に

よ
り
企
業
価
値
が
上
が
れ
ば
、
全
株

主
が
恩
恵
を
受
け
る
か
ら
、
ア
ク

テ
ィ
ビ
ス
ト
は
善
だ
と
い
わ
れ
て
い

る
。
理
屈
の
う
え
で
は
こ
の
意
見
が

正
し
い
と
わ
か
る
の
だ
が
、
私
に
は

何
か
が
引
っ
か
か
る
の
で
あ
る
。
何

だ
ろ
う
か
？　

そ
れ
が
は
っ
き
り
し

な
い
か
ら
う
ま
く
説
明
で
き
な
か
っ

た
。先

日
、
あ
る
論
文
（注）
を
読
ん
で
こ

の
モ
ヤ
モ
ヤ
が
解
消
さ
れ
た
。
そ
の

論
文
は
、
米
国
で
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト

の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
な
っ
た
企
業
が
１

～
２
年
後
に
ど
う
な
っ
た
か
を
追
跡

調
査
し
た
も
の
だ
。
１
～
２
カ
月
と

い
う
短
期
間
で
は
株
価
上
昇
が
起
こ

り
、
市
場
は
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
を
評

価
し
て
い
る
と
い
う
調
査
結
果
は
他

の
論
文
で
も
報
告
さ
れ
て
い
る
。
こ

れ
が
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
肯
定
派
の
論

拠
だ
。
そ
の
後
の
長
期
的
効
果
を
こ

の
論
文
は
調
べ
た
の
で
あ
る
。

結
論
は
、
こ
う
だ
。
タ
ー
ゲ
ッ
ト

が
小
型
企
業
（
平
均
時
価
総
額
２
、

２
０
０
万
ド
ル
）
に
限
っ
て
は
、
１

～
２
年
後
も
株
価
上
昇
の
効
果
が
認

め
ら
れ
る
が
、
そ
れ
よ
り
大
き
い
規

模
の
企
業
で
は
、
株
価
上
昇
は
認
め

ら
れ
な
い
。
ま
た
、
経
営
指
標
が
改

善
し
た
と
い
う
証
拠
も
み
つ
か
ら
な

い
。
ま
た
、
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
の
登

場
で
、
ア
ナ
リ
ス
ト
が
予
想
利
益
を

上
方
修
正
し
た
様
子
も
な
い
。
面
白

い
の
が
、
株
主
提
案
に
し
た
が
っ
て
、

資
産
売
却
を
し
た
企
業
は
、
結
局
は

株
価
が
下
が
っ
て
い
る
と
い
う
。
一

方
で
、
株
主
提
案
を
無
視
し
て
も
、

株
価
は
変
わ
ら
な
い
。

要
は
、
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
の
登
場

は
短
期
的
に
株
価
上
昇
を
も
た
ら
す

が
、
長
期
的
に
は
、（
超
小
型
企
業

を
除
い
て
）
株
価
は
も
と
に
戻
り
、

企
業
が
変
身
し
た
・
市
場
評
価
が
変

わ
っ
た
と
い
う
証
拠
は
な
い
と
い
う

こ
と
だ
。

こ
こ
か
ら
は
私
見
で
あ
る
。
ア
ク

テ
ィ
ビ
ス
ト
は
株
主
提
案
を
行
う
こ

と
で
注
目
を
集
め
て
株
価
を
上
げ
、

市
場
に
幻
想
を
持
た
せ
て
売
り
抜
け

る
（
米
国
で
は
こ
れ
を
＂take the 

m
oney and run

”
と
呼
ぶ
）。
自

分
の
提
案
を
企
業
が
実
行
し
た
の
で

あ
れ
ば
、
理
想
の
企
業
に
な
っ
た
わ

け
だ
か
ら
、
株
主
で
あ
り
続
け
る
の

が
筋
だ
。
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
が
売
り

抜
け
る
こ
と
は
、
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト

は
自
分
の
提
案
内
容
に
責
任
も
関
心

も
持
っ
て
い
な
い
と
い
う
こ
と
に
な

る
。た

と
え
ば
、
あ
る
人
物
が
野
球
部

の
練
習
に
口
出
し
を
し
て
、
練
習
内
容

を
改
め
さ
せ
て
お
き
な
が
ら
、
野
球
部

の
試
合
を
み
に
行
か
ず
、
サ
ッ
カ
ー
部

の
練
習
に
口
出
し
を
し
て
い
る
。
こ
ん

な
こ
と
を
繰
り
返
す
人
物
の
指
導
を
誰

が
真
に
受
け
る
だ
ろ
う
か
。

と
い
う
こ
と
で
、
本
当
は
「
俺
の

儲
け
の
た
め
に
」
と
い
う
べ
き
な
の

に
「
株
主
の
た
め
」
と
い
い
、
権
利

の
名
の
も
と
に
無
責
任
な
注
文
を
つ

け
る
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
嘘
く
さ
い
姿

が
私
は
嫌
い
な
の
だ
。
こ
れ
で
、す
っ

き
り
し
た
。

（注）
　「Long-term

 econom
ic consequences of 

hedge fund activist interventions

」　

2018.12  E.deH
ann

他

　
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
は
善
か
悪
か

　 

三
田　

哉

投
資
の
ハ
ナ
シ

裏
　
表

監
　
　
査

改
正
内
部
統
制
実
務
指
針
を
公
表

─
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｐ
Ａ

去
る
７
月
５
日
、
日
本
公
認
会
計

士
協
会
は
、
監
査
・
保
証
実
務
委
員

会
報
告
82
号
「
財
務
報
告
に
係
る
内

部
統
制
の
監
査
に
関
す
る
実
務
上
の

取
扱
い
」
の
改
正
を
公
表
し
た
。

今
回
の
改
正
は
、
昨
年
７
月
の
監

査
基
準
の
改
訂
お
よ
び
そ
れ
ら
に
対

応
す
る
た
め
の
監
査
基
準
委
員
会
報

告
書
の
作
成
・
改
正
を
踏
ま
え
、
監

査
報
告
書
の
文
例
（
財
務
諸
表
監
査

部
分
）
に
つ
い
て
所
要
の
見
直
し
を

行
っ
た
も
の
。

最
も
大
き
く
改
正
さ
れ
た
の
は
付

録
３
「
一
体
型
内
部
統
制
監
査
報
告

書
の
文
例
（
無
限
責
任
監
査
法
人
の

場
合
で
、
指
定
証
明
で
あ
る
と
き
）」

の
文
例
１
（
財
務
諸
表
監
査
報
告
書

（
無
限
定
適
正
意
見
）
と
内
部
統
制

監
査
報
告
書
（
無
限
定
適
正
意
見
）

一
致
型
）
で
、
基
本
的
に
、
６
月
27

日
に
公
表
さ
れ
た
監
査
・
保
証
実
務

委
員
会
実
務
指
針
85
号
「
監
査
報
告

書
の
文
例
」
の
改
正
に
合
わ
せ
た
も

の
と
な
っ
て
い
る
。

な
お
、
85
号
と
同
様
、
改
正
履
歴

を
含
め
て
本
文
で
は
西
暦
が
採
用
さ

れ
、
文
例
で
は
和
暦
（
平
成
）
が
削

除
さ
れ
て
い
る
。

金
　
　
融

堅
調
な
米
雇
用
統
計
が
利
下
げ
に
与

え
る
影
響

米
労
働
省
は
７
月
５
日
に
６
月
の

雇
用
統
計
を
発
表
し
た
。
そ
れ
に
よ

る
と
、非
農
業
部
門
の
雇
用
者
数
は
、

市
場
予
測
の
16
万
人
増
加
を
上
回
る

22
万
４
千
人
の
増
加
、
失
業
率
は
前

月
よ
り
０
・
１
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
た
。

失
業
率
は
、
前
月
比
で
わ
ず
か
に
悪

化
し
た
も
の
の
、
現
状
で
は
約
49
年

ぶ
り
と
な
る
水
準
ま
で
低
下
し
て
い

る
た
め
、
雇
用
情
勢
を
考
え
る
う
え

で
は
マ
イ
ナ
ス
材
料
に
は
な
ら
な

い
。
ま
た
平
均
時
給
は
、
６
セ
ン
ト

上
昇
の
27
ド
ル
90
セ
ン
ト
で
前
年
同

月
比
で
３
・
１
％
増
加
し
た
。
７
月

の
連
邦
公
開
市
場
委
員
会
（
Ｆ
Ｏ
Ｍ

Ｃ
）は
、30
、31
日
に
開
催
さ
れ
る
が
、

今
回
の
雇
用
統
計
は
、
そ
の
動
き
を

占
う
有
力
な
材
料
の
１
つ
だ
。
今
回

の
堅
調
な
雇
用
統
計
の
デ
ー
タ
を
受

け
、
今
月
の
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
で
０
・
５
％
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特集

取得、消却からＭ＆Ａや役員報酬での利用まで

第
１
章

第
２
章

自社株取引をめぐる
法務・税務ポイント

株主還元やＲＯＥの向上だけではなく、Ｍ＆Ａの対価、役員報酬支給の手法の１つとし
て、自社株の利用が注目を集めている。
しかし、自社株取引を行うにあたっては、会社法や金商法の法規制、各税目での取扱い
や産業競争力強化法などによる税優遇措置を理解しておく必要がある。そこで、自社株取
引に関する法務上・税務上留意すべき点について解説していただいた。

活用にあたって気をつけるべき法規制
自社株取引に関する法務上の留意点

別表５⑴の記載例も確認
自社株取引に関する税務上の留意点

この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2019年
7月4日

企業会計基準第30号
「時価の算定に関する会計基準」等 ASBJ

国際的な会計基準と日本基準を整合性のあるものとするた
め、主に金融商品の時価に関するガイダンスおよび開示に関
して検討を重ねたもの。あわせて、日本公認会計士協会も金融
商品会計実務指針等の改正を行っている。
https://www.asb.or.jp/jp/accounting_standards/
accounting_standards/y2019/2019-0704.html

今号情報
ダイジェスト
参照

2019年
7月9日

IT委員会研究報告第53号
「IT委員会実務指針第6号「ITを利用し
た情報システムに関する重要な虚偽
表示リスクの識別と評価及び評価し
たリスクに対応する監査人の手続に
ついて」に関するQ&A」

JICPA

IT委員会研究報告第42号（研究報告第53号の公表をもって廃
止）について、クラウドサービス、ERP（Enterprise Resource 
Planning）といったIT技術の進歩や普及が多岐にわたってい
ることを踏まえ、見直しを行ったもの。
https://jicpa.or.jp/specialized_field/20190709ied.html

―

幅
の
利
下
げ
を
実
施
す
る
と
の
見
方

は
弱
ま
っ
て
い
る
。

た
だ
Ｆ
Ｆ
金
利
先
物
な
ど
、
金
融

市
場
で
は
０
・
２
５
％
幅
の
利
下
げ

に
つ
い
て
依
然
と
し
て
織
り
込
み
済

み
の
よ
う
だ
。そ
の
理
由
の
１
つ
は
、

パ
ウ
エ
ル
Ｆ
Ｒ
Ｂ
議
長
が
今
年
に

な
っ
て
、
利
下
げ
に
向
け
た
態
度
を

徐
々
に
明
確
に
す
る
発
言
を
繰
り
返

し
て
き
た
か
ら
だ
。
今
月
上
旬
に
上

院
と
下
院
で
行
わ
れ
た
パ
ウ
エ
ル
議

長
の
議
会
証
言
も
同
じ
だ
っ
た
。
６

月
の
雇
用
統
計
の
堅
調
さ
を
認
め
な

が
ら
も
、
貿
易
問
題
と
世
界
経
済
の

強
さ
に
対
す
る
懸
念
と
い
っ
た
従
来

か
ら
の
不
安
材
料
を
挙
げ
、
６
月
の

Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
声
明
文
を
引
用
し
て
今
回

も
「
適
切
に
行
動
す
る
」
と
利
下
げ

を
示
唆
す
る
発
言
を
行
っ
た
。　

ま
た
、
も
う
１
つ
の
理
由
は
市
場

関
係
者
の
間
で
次
回
は
「
予
防
的

利
下
げ
」
に
な
る
と
み
ら
れ
て
い
る

こ
と
だ
。「
予
防
的
」
と
い
う
の
は
、

現
状
で
は
統
計
上
弱
気
の
経
済
デ
ー

タ
ば
か
り
で
は
な
く
、
今
回
の
雇
用

統
計
の
よ
う
に
比
較
的
堅
調
な
デ
ー

タ
も
散
見
さ
れ
る
な
か
で
目
先
利
下

げ
に
踏
み
切
る
可
能
性
が
高
ま
っ
て

い
る
こ
と
、
さ
ら
に
６
月
に
発
表
さ

れ
た
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
メ
ン
バ
ー
に
よ
る
今

後
の
Ｆ
Ｆ
レ
ー
ト
の
見
通
し
で
、
17

人
中
７
人
の
今
後
３
年
間
で
の
利
下

げ
見
込
み
が
年
内
０
・
５
％
幅
の
み

で
あ
る
点
が
そ
の
理
由
だ
。し
た
が
っ

て
、
今
回
の
雇
用
統
計
に
お
け
る
利

下
げ
へ
の
影
響
は
限
定
的
と
い
え
る
。

証
　
　
券

今
後
も
絶
え
な
い
地
政
学
リ
ス
ク

Ｇ
20
で
は
、
ト
ラ
ン
プ
米
大
統
領

は
米
中
貿
易
摩
擦
に
対
し
、
事
前
の

強
硬
姿
勢
を
緩
め
、
問
題
を
先
送
り

に
し
た
。
続
い
て
韓
国
に
飛
ん
で
、

北
朝
鮮
・
金
正
恩
委
員
長
と
電
撃
的

な
ト
ッ
プ
会
談
を
開
い
た
。対
中
国
、

対
北
朝
鮮
へ
の
融
和
姿
勢
の
反
面
、

イ
ラ
ン
に
対
し
て
は
一
気
に
強
硬
姿

勢
を
強
め
、
有
志
連
合
を
結
成
し
て

イ
ラ
ン
沖
航
行
の
船
舶
を
防
衛
し
よ

う
と
呼
び
か
け
て
き
た
。
日
本
政
府

に
と
っ
て
は
悩
ま
し
い
事
態
で
あ

る
。
イ
ラ
ン
は
中
東
の
石
油
大
産
出

国
で
あ
り
、
そ
の
動
静
は
世
界
の
政

治
経
済
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
。

世
界
の
株
式
市
場
に
と
っ
て
も
新
た

な
地
政
学
リ
ス
ク
が
浮
上
し
た
。

ト
ラ
ン
プ
・
リ
ス
ク
と
は
異
な
る

地
政
学
リ
ス
ク
と
し
て
は
日
韓
関
係

が
あ
る
。
こ
ち
ら
は
２
年
前
の
文
政

権
発
足
以
来
、
悪
化
の
一
途
を
た

ど
っ
て
き
た
。
こ
れ
ま
で
は
韓
国
側

が
慰
安
婦
問
題
、
徴
用
工
問
題
な
ど

で
反
日
姿
勢
を
と
り
続
け
て
き
た

が
、
最
近
、
日
本
は
半
導
体
材
料
３

品
目
の
韓
国
向
け
輸
出
の
優
遇
措
置

を
廃
止
す
る
と
決
定
し
た
。

こ
れ
に
対
す
る
韓
国
の
反
発
は
す

さ
ま
じ
く
、
政
財
界
を
あ
げ
て
大
き

な
衝
撃
を
受
け
た
よ
う
だ
。
日
本
は

韓
国
の
反
発
を
予
想
以
上
と
受
け
止

め
て
い
る
よ
う
だ
が
、
い
ず
れ
企
業

レ
ベ
ル
で
も
マ
イ
ナ
ス
の
影
響
が
出

て
こ
よ
う
。

こ
こ
で
、
国
内
情
勢
に
目
を
向
け

よ
う
。
安
倍
政
権
の
６
年
半
の
評
価

を
問
う
参
議
院
選
挙
が
10
月
の
消
費

税
率
引
上
げ
の
直
前
に
行
わ
れ
る

が
、
争
点
は
福
祉
、
年
金
、
生
活
不

安
な
ど
で
あ
り
、
憲
法
改
正
な
ど
は

ほ
と
ん
ど
話
題
に
の
ぼ
っ
て
い
な

い
。選

挙
後
の
消
費
、
そ
し
て
景
気
の

行
方
が
注
目
さ
れ
る
が
、
税
率
引
上

げ
前
の
駆
け
込
み
消
費
が
ど
う
な
る

か
は
ポ
イ
ン
ト
だ
。
令
和
の
始
ま
り

の
長
期
休
暇
で
、
５
月
の
家
計
支
出

は
実
質
４
％
と
い
う
４
年
振
り
の
大

幅
増
加
に
な
っ
た
が
、
こ
れ
は
異
例

の
こ
と
で
、
近
頃
の
す
う
勢
と
は
い

え
な
い
。
こ
れ
ま
で
の
と
こ
ろ
、
消

費
は
横
ば
い
、
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

低
調
と
い
う
評
価
が
大
勢
で
あ
ろ

う
。　こ

れ
は
消
費
者
が
税
率
引
上
げ
を

冷
静
に
受
け
止
め
、
消
費
変
動
が
大

き
く
な
ら
ず
、
景
気
に
大
き
な
影
響

を
与
え
な
い
こ
と
を
予
想
さ
せ
る
。

経理用語の豆知識
クロス取引

クロス取引とは、たとえば同一銘柄株式を同一数量で
購入と売却を同時に注文して約定をさせる一連の取引を
いう。金融資産を売却した後に同一の金融資産を同一数
量もしくはほとんど同一数量購入した場合または金融資
産を購入した後に同一の金融資産を売却した場合で、か
つ、譲渡価格と購入価格が同一である場合または決済日
の期間に係る金利調整が行われた価格である場合には、
譲渡人が譲受人から再購入または回収する同時の契約
であると推定される。
譲渡人が譲渡した金融資産を当該金融資産の満期日

前に買い戻す権利および義務を実質的に有している場
合には、金融資産の消滅の認識要件を満たさないので、
たとえ時価で取引されたとしても売却処理は認められな
いとされている。譲渡人が譲受人から譲渡した金融資産
を再購入または回収する同時の契約がある場合でも、金
融資産の消滅の認識要件を満たさないので売却処理は
できないと解される。


